様式１

令和２年度事業計画書
１　事業者および施設の情報
（１）施設の名称等
	申請事業者
	名称
	

	
	住所
	〒

	
	電話
	

	対象文化施設
	名称
	

	
	住所
	〒

	
	電話
	

	
	ＵＲＬ
	


（２）これまでの公演・展示等の実績
	2019年1月から12月までの実施回数
	約　　　回
	回数は、おおよその数で可。


〇上記のうち、主な公演・展示の内容（実績を１０例まで記載してください）
	No
	期間
	主催・共催事業名
	出演者
	料金
	観客数

	例
	7/21～8/28
	岡山はにわｄｅ桃太郎2019
	吉備桃太郎他４人
	1,000円
	1,000人

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


※主催・共催事業名は、イベント名などを記載。出演者は、主要な出演者（グループ名）のみ記載。
※料金は、前売り、当日、ドリンク代等の別料金が含まれた代金等いずれの金額でも構いません。
※観客数は、おおよその人数で可。
（３）文化庁補助金への充当（いずれかの回答欄に「○」を付けてください。）
	回答欄
	申請内容
	指示事項

	
	【Ｃ】文化庁補助金事業者負担分に充当しない。
	次の２・３・４を記入してください。
（５の提出は不要です。）

	
	【Ｃ】文化庁補助金事業者負担分に充当する。
	次の５を記入してください。
（２・３・４の提出は不要です。）


２　【Ａ】需用費、備品費に関すること
（１）購入物品の品名と理由など
	例）窓口職員の来客対応用にマスクを購入する。

ホール入口用に手指自動消毒器を購入する。

	

	

	①需用費・備品費の補助対象経費合計（税込）
	円


※支出内訳明細書（様式３）に記載する内容と一致するように記載してください。
（２）機材・物品購入に係るスケジュール
	例）手指自動消毒器・非接触体温計：7月発注、8月納品・設置

	


（３）交付申請額計算
	①　需用費・備品費の補助対象経費合計
（税込）　
	円
	上記①を転記

	②　①金額の2分の１
	円
	（千円未満切捨）

	【Ａ】③　交付申請額

（②と補助上限額100万円を比して低い額）
	円
	　　　　　


３　【Ｂ】工事請負費に関すること（公の施設は対象外）
　　　
（１）工事の内容と理由など

	例）１階及び２階の洗面所に非接触型自動センサー蛇口の導入工事を行う。

中ホールの空調設備の改修工事（室外機の更新）を行う。

	

	

	①工事請負費の補助対象経費合計（税込）
	円


※支出内訳明細書（様式３）に記載する内容と一致するように記載してください。
（２）請負工事に係るスケジュール

	工事名
	予定時期

	
	設計
	着工
	実施期間
	完成

	例）空調設備の改修工事
	7月
	8月
	3カ月
	10月末

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（３）交付申請額計算
	①　工事請負費の補助対象経費合計
（税込）　
	円
	上記①を転記

	②　①金額の2分の１
	円
	（千円未満切捨）

	【Ｂ】③　交付申請額

（②と補助上限額200万円を比して低い額）
	円
	　　　　


４　補助金等の交付申請額（【Ａ】③＋【Ｂ】③）
	補助金等の交付申請額
	円
	別記様式第1号
「１　補助金等の交付申請額」と一致すること


※【Ａ】及び【Ｂ】は、【Ｃ】と重複して申請できません。

５　【Ｃ】文化庁補助金の事業者負担分に充当する場合
　※文化庁補助金の申請書類のうち、収支予算書（様式３）を参照して記載してください。
	区分
	総事業費
	文化庁補助対象経費のうち自己負担額　【Ⅰ】
	【Ⅰ】のうち、県の定める補助対象外にあたる額【Ⅱ】
	備考

	感染防止事業
	円
	円
	円
	赤外線カメラ、空気清浄機の購入費・レンタル費等

	業務再開に伴う環境整備事業
	円
	円
	

	空調設備の改修事業
	円
	円
	

	時間制来館者システム
導入事業（博物館）
	円
	円
	

	その他経費（事務経費）
	円
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	円
	

	①　県の定める補助対象経費
	　　　　　　　　　円
	【Ⅰ】の合計－【Ⅱ】の合計

	②　①金額の2分の１
	円
	（千円未満切捨）

	【Ｃ】③　補助金等の交付申請額

（②と補助上限額200万円を比して低い額）
	円
	別記様式第1号
「１　補助金等の交付申請額」と一致すること


※文化庁補助金の申請書類の全ての写しを添付してください。
※【Ｃ】は、【Ａ】及び【Ｂ】と重複して申請できません。

［注］申請書は当財団の助成事業に関する資料としてのみ使用します。

